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改  正  後 改  正  前 
（別冊） 

国税通則法第７章の２（国税の調査）等関係通達 

 

用語の意義 （省 略） 

 

第１章 （省 略） 
 

第２章 法第 74 条の７関係（留置き） 

（「留置き」の意義等） 

２－１  
⑴ （省 略） 

⑵ 当該職員は、令第 30 条の３第２項の規定に基づき、留め置いた物件につい

て、留め置く必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返還しなければ

ならず、また、提出した者から返還の求めがあったときは、特段の支障がな

い限り、速やかに返還しなければならないことに留意する。 

 

（留置きに係る書面の交付手続） 

２－２ 令第 30 条の３第１項の規定により交付する書面の交付に係る手続につ

いては、法第 12 条第４項《書類の送達》及び規則第１条第１項《交付送達の

手続》の各規定の適用があることに留意する。 
 

第３章 法第 74 条の７の２・法第 74 条の 12 関係（事業者等への報告の求め及び

協力要請） 

（別冊） 

国税通則法第７章の２（国税の調査）等関係通達 

 

用語の意義 （同 左） 

 

第１章 （同 左） 
 

第２章 法第 74 条の７関係（留置き） 

（「留置き」の意義等） 

２－１  
⑴ （同 左） 

⑵ 当該職員は、令第 30 条の３第２項に基づき、留め置いた物件について、留

め置く必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返還しなければならず、

また、提出した者から返還の求めがあったときは、特段の支障がない限り、

速やかに返還しなければならないことに留意する。 

 

（留置きに係る書面の交付手続） 

２－２ 令第 30 条の３の規定により交付する書面の交付に係る手続については、

法第 12 条第４項《書類の送達》及び規則第１条第１項《交付送達の手続》の

各規定の適用があることに留意する。 
 

第３章 法第 74 条の７の２・法第 74 条の 12 関係（事業者等への報告の求め及び

協力要請） 
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改  正  後 改  正  前 
 

３－１～３－10 （省 略） 

 

（「これらの取引を行う者を特定することが困難である取引」の意義） 

３－11 法第 74 条の７の２第３項第２号に規定する「第１項の規定による処分に

よらなければこれらの取引を行う者を特定することが困難である取引」とは、

国税当局が保有する他の情報収集手段（例えば法定調書、法第 74 条の 12 第

１項の規定に基づく事業者等への協力要請など）では取引を行う者を特定す

ることが困難な取引をいう。 

 

３－12 （省 略） 

 

第４章 法第 74 条の９～法第 74 条の 11 関係（事前通知及び調査の終了の際の手

続） 

第１節 共通的事項 

（一の調査） 

４－１  
⑴ （省 略） 

⑵ 次に掲げる国税の納税義務はそれぞれ別個に成立するものであるから、次

に掲げる国税の調査はそれぞれ別の調査として、法第 74 条の９から法第 74

条の 11 までの各条の規定が適用されることに留意する。 

 

 イ 源泉徴収に係る所得税とこれ以外の所得税 

 

３－１～３－10 （同 左） 

 

（「これらの取引を行う者を特定することが困難である取引」の意義） 

３－11 法第 74 条の７の２第３項第２号に規定する「第１項の規定による処分に

よらなければこれらの取引を行う者を特定することが困難である取引」とは、

国税当局が保有する他の情報収集手段（例えば法定調書、法第 74 条の 12 第

１項に基づく事業者等への協力要請など）では取引を行う者を特定すること

が困難な取引をいう。 

 

３－12 （同 左） 

 

第４章 法第 74 条の９～法第 74 条の 11 関係（事前通知及び調査の終了の際の手

続） 

第１節 共通的事項 

（一の調査） 

４－１  
⑴ （同 左） 

⑵ 源泉徴収に係る所得税の納税義務とそれ以外の所得税の納税義務は別個に

成立するものであるから、源泉徴収に係る所得税の調査については、それ以

外の所得税の調査とは別の調査として、法第 74 条の９から法第 74 条の 11

までの各条の規定が適用されることに留意する。 
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改  正  後 改  正  前 
 ロ 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税とこれ以外の法人税 

 ハ 特定基準法人税額に対する地方法人税とこれ以外の地方法人税 

⑶ （省 略） 

⑷ 同一課税期間の各事業年度の所得に対する法人税の調査について、移転価

格調査とそれ以外の部分の調査に区分する場合において、納税義務者の事前

の同意があるときは、納税義務者の負担軽減の観点から、一の納税義務に関

してなされる一の調査を複数に区分して、法第 74 条の９から法第 74 条の 11

までの各条の規定を適用することができることに留意する。 

 

（「課税期間」の意義等） 
４－２  

⑴ ４－１において、「課税期間」とは、法第２条第９号《定義》に規定する「課

税期間」をいうのであるが、具体的には、次のとおりとなることに留意する。 

イ （省 略） 

ロ 法人税（各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税を除く。）に

ついては、事業年度。ただし、中間申告分については、法人税法第 71 条

第１項第１号《中間申告》に規定する中間期間。 

ハ 法人税（各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税に限る。）に

ついては、法人税法第 15 条の２《対象会計年度の意義》に規定する対象

会計年度。 

ニ （省 略） 

ホ 個人事業者に係る消費税（消費税法第 47 条《引取りに係る課税貨物に

ついての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除く。）につい

 

 

⑶ （同 左） 

⑷ 同一課税期間の法人税の調査について、移転価格調査とそれ以外の部分の

調査に区分する場合において、納税義務者の事前の同意があるときは、納税

義務者の負担軽減の観点から、一の納税義務に関してなされる一の調査を複

数に区分して、法第 74 条の９から法第 74 条の 11 までの各条の規定を適用す

ることができることに留意する。 

 

（「課税期間」の意義等） 
４－２  

⑴ ４－１において、「課税期間」とは、法第２条第９号《定義》に規定する「課

税期間」をいうのであるが、具体的には、次のとおりとなることに留意する。 

イ （同 左） 

ロ 法人税については、事業年度。ただし、中間申告分については、法人税

法第 71 条第１項第１号《中間申告》に規定する中間期間。 

 

（新 設） 

 

 

ハ （同 左） 

ニ 個人事業者に係る消費税（消費税法第 47 条《引取りに係る課税貨物に

ついての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除く。）につい
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改  正  後 改  正  前 
ては、暦年。また、法人に係る消費税（同条に該当するものを除く。）に

ついては、事業年度。ただし、同法第 19 条《課税期間》に規定する課税

期間の特例制度を適用する場合には、当該特例期間。 

 

ヘ （省 略） 

ト （省 略） 

⑵ （省 略） 

 

４－３～４－５ （省 略） 
 
第２節 （省 略） 
 
第３節 調査の終了の際の手続に関する事項 
６－１～６－３ （省 略） 
 
（調査結果の内容の説明後の調査の再開及び再度の説明） 
６－４ 国税に関する調査の結果、法第 74 条の 11 第２項の規定に基づき調査結

果の内容の説明を行った後、当該調査について納税義務者から当該説明に基

づく修正申告書若しくは期限後申告書の提出若しくは源泉徴収等による国税

の納付がなされるまでの間又は当該説明に基づく更正決定等を行うまでの間

において、当該説明の前提となった事実が異なることが明らかとなり当該説

明の根拠が失われた場合など当該職員が当該説明に係る内容の全部又は一部

を修正する必要があると認めた場合には、必要に応じ調査を再開した上で、

ては、暦年。また、法人に係る消費税（消費税法第 47 条《引取りに係る

課税貨物についての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除

く。）については、事業年度。ただし、消費税法第 19 条《課税期間》に規

定する課税期間の特例制度を適用する場合には、当該特例期間。 

ホ （同 左） 

ヘ （同 左） 

⑵ （同 左） 
 

４－３～４－５ （同 左） 
 
第２節 （同 左） 
 
第３節 調査の終了の際の手続に関する事項 
６－１～６－３ （同 左） 
 
（調査結果の内容の説明後の調査の再開及び再度の説明） 
６－４ 国税に関する調査の結果、法第 74 条の 11 第２項の規定に基づき調査結

果の内容の説明を行った後、当該調査について納税義務者から修正申告書若

しくは期限後申告書の提出若しくは源泉徴収等による国税の納付がなされる

までの間又は更正決定等を行うまでの間において、当該説明の前提となった

事実が異なることが明らかとなり当該説明の根拠が失われた場合など当該職

員が当該説明に係る内容の全部又は一部を修正する必要があると認めた場合

には、必要に応じ調査を再開した上で、その結果に基づき、再度、調査結果
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改  正  後 改  正  前 
その結果に基づき、再度、調査結果の内容の説明を行うことができることに

留意する。 
 

６－５～６－９ （省 略） 
 
第４節・第５節 （省 略） 
 

第５章 （省 略） 

 

第６章 （省 略） 

の内容の説明を行うことができることに留意する。 
 

 

６－５～６－９ （同 左） 
 
第４節・第５節 （同 左） 
 

第５章 （同 左） 

 

第６章 （同 左） 

 


